
１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

 (2) 事業所規模30人以上

調査結果のあらまし(常用労働者)

　６月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 0.8％減少の 603,613円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 2.4％減少、情報通信業 3.4％減少、卸売業，小売
業 7.0％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.7％増加の 328,407円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.9％増加の 307,204円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.5％増加、情報通信業
2.1％増加、卸売業，小売業 1.4％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.0％減少となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１、表１、第15表）

　６月の現金給与総額は、規模 30人以上で前年同月比 0.4％減少の 717,722円となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 2.6％減少、情報通信業 2.3％減少、卸売業，小売
業 11.0％増加となった。
  現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.4％増加の 358,152円となっ
た。また、所定内給与は、前年同月比 0.8％増加の 333,257円となった。
  主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比をみると、製造業 1.9％増加、情報通信業
2.1％増加、卸売業，小売業 2.9％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 0.6％減少となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表１、第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



平成29年６月分

（単位：　円・％）

前 年
同月比

前 年
同月比

前 年
同月比

603,613 -0.8 328,407 0.7 307,204 0.9 21,203 275,206

661,457 1.3 394,383 0.1 360,779 -0.9 33,604 267,074

784,084 -2.4 400,466 2.5 375,993 3.0 24,473 383,618

1,008,007 -8.2 449,287 -2.8 401,267 -3.5 48,020 558,720

774,303 -3.4 406,935 2.1 375,069 3.2 31,866 367,368

651,096 -5.2 372,869 0.0 325,693 0.0 47,176 278,227

577,439 7.0 314,790 1.4 301,416 2.0 13,374 262,649

1,107,107 -3.6 483,046 3.3 449,973 3.7 33,073 624,061

674,092 -3.5 353,089 2.1 330,213 1.2 22,876 321,003

814,435 -1.9 418,479 -1.9 393,271 -1.5 25,208 395,956

163,280 -0.8 143,926 2.6 135,144 2.7 8,782 19,354

287,475 5.3 212,621 0.0 200,706 -1.7 11,915 74,854

676,879 -9.6 303,164 -4.5 294,144 -4.9 9,020 373,715

432,622 4.4 274,576 3.7 260,324 3.4 14,252 158,046

784,747 -8.4 330,664 -2.1 314,845 -1.9 15,819 454,083

414,817 -0.4 261,926 -4.5 244,590 -4.4 17,336 152,891

717,722 -0.4 358,152 0.4 333,257 0.8 24,895 359,570

809,471 5.3 421,802 2.0 381,134 1.9 40,668 387,669

896,737 -2.6 420,243 1.9 392,040 2.5 28,203 476,494

1,083,912 -1.4 470,114 1.6 418,020 0.4 52,094 613,798

836,431 -2.3 416,100 2.1 381,226 3.3 34,874 420,331

713,680 -4.8 385,938 -0.1 335,515 0.1 50,423 327,742

753,917 11.0 356,355 2.9 340,162 3.3 16,193 397,562

1,158,508 -5.8 487,247 -0.9 451,313 -0.8 35,934 671,261

801,776 2.1 371,382 2.8 348,669 2.9 22,713 430,394

937,038 -2.5 440,504 -3.3 412,432 -2.2 28,072 496,534

204,587 -3.2 166,621 -1.8 157,532 -1.5 9,089 37,966

281,492 -7.7 213,433 -1.5 200,503 -3.3 12,930 68,059

753,433 -9.1 328,987 -3.3 318,521 -3.9 10,466 424,446

490,920 2.9 290,143 1.7 273,440 1.5 16,703 200,777

687,438 -30.5 353,738 -10.8 330,502 -12.4 23,236 333,700

401,626 -1.9 254,766 -4.2 238,108 -3.4 16,658 146,860

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

（事業所規模30人以上）

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

（事業所規模５人以上）

調 査 産 業 計

サービス業（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

表１　月 間 現 金 給 与 額　

産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

 (2) 事業所規模30人以上

　６月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 0.6％増加の 149.6時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.7％増加の 138.4時間、所定外労働
時間数は、同 0.1％減少の 11.2時間となった。
  主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.3時間（前年同月比 3.0％減少）、情報通信業
16.0時間（同 16.6％減少）、卸売業，小売業 7.7時間（同 3.9％減少）となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図２、表２）

　６月の総実労働時間数は、規模 30人以上で前年同月比 0.6％増加の 152.9時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 1.0％増加の 140.7時間、所定外労働
時間数は、同 3.8％減少の 12.2時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.5時間（前年同月比 3.0％減少）、情報通信業
16.7時間（同 17.3％減少）、卸売業，小売業 8.6時間（同 3.7％減少）となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



平成29年６月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

（事業所規模５人以上）

19.0 149.6 0.6 138.4 0.7 11.2 -0.1

21.7 186.5 2.1 166.8 -0.2 19.7 26.0

20.3 166.9 1.7 155.6 2.2 11.3 -3.0

20.1 169.9 0.7 157.9 4.4 12.0 -31.6

20.1 168.7 -0.5 152.7 1.6 16.0 -16.6

20.1 170.7 0.2 152.4 0.0 18.3 1.8

19.0 146.6 3.0 138.9 3.4 7.7 -3.9

19.8 162.7 2.2 144.4 2.5 18.3 0.5

19.9 160.8 0.9 147.3 0.0 13.5 11.7

19.7 164.3 0.8 146.8 0.2 17.5 6.0

15.4 106.8 0.4 99.8 0.6 7.0 -1.3

17.8 137.9 -2.5 130.7 -3.7 7.2 30.6

16.5 117.4 -4.0 112.8 -4.5 4.6 11.8

18.3 131.2 0.9 125.9 1.0 5.3 -4.3

19.7 155.8 -0.3 148.4 0.1 7.4 -6.9

18.8 144.5 -2.0 134.7 -2.1 9.8 -2.3

（事業所規模30人以上）

19.2 152.9 0.6 140.7 1.0 12.2 -3.8

21.4 186.5 -0.1 165.6 -1.6 20.9 14.6

20.0 166.3 2.4 153.8 2.8 12.5 -3.0

20.1 171.8 1.8 159.3 5.3 12.5 -28.5

20.0 168.1 -1.1 151.4 1.0 16.7 -17.3

19.9 169.7 -0.1 152.1 0.3 17.6 -3.7

19.4 151.2 5.4 142.6 6.0 8.6 -3.7

19.6 162.2 1.4 142.6 1.8 19.6 -1.6

19.7 158.8 1.4 145.3 1.3 13.5 0.6

19.6 163.7 0.3 145.2 0.6 18.5 -0.3

16.3 113.9 1.7 105.7 0.0 8.2 29.0

17.7 135.7 0.6 128.0 -1.3 7.7 45.2

16.7 118.6 -3.7 113.8 -4.4 4.8 15.7

18.7 133.7 -1.0 127.9 -0.9 5.8 -5.7

20.4 156.6 -0.6 147.7 -0.8 8.9 0.8

18.7 143.1 -2.0 133.5 -1.5 9.6 -8.6

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

運 輸 業 , 郵 便 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

調 査 産 業 計

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

所 定 外
労 働

時 間 数

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　

 (2) 事業所規模30人以上

　

　６月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 2.2％増加の 7,573千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 2.6％増加、情報通信業 3.4％増加、卸売業，小売
業 2.0％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.3ポイント上昇し、24.8％となっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図３、表３）

　６月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.9％増加の 5,218千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 3.9％増加、情報通信業 3.2％増加、卸売業，小売
業 1.6％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.4ポイント上昇し、19.6％となっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表３）
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図３－１ 常用雇用者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



平成29年６月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

（事業所規模５人以上）

7,572,502 2.2 2.13 0.13 1.89 0.10 24.8 0.3

351,255 1.3 0.82 -0.26 0.76 0.02 3.0 1.3

684,079 2.6 0.97 0.03 1.06 -0.29 6.5 -1.8

18,848 36.5 0.26 0.22 1.73 1.08 3.8 2.1

811,966 3.4 1.45 0.32 1.12 0.10 3.4 0.1

460,543 0.5 1.90 -0.56 1.40 -0.45 11.6 -0.5

1,467,425 2.0 2.12 0.32 1.88 0.13 29.9 -0.1

401,347 1.7 1.05 0.03 1.44 0.32 7.9 -0.5

210,616 2.2 1.61 -0.29 1.70 0.42 14.7 -0.5

410,530 2.2 0.94 0.14 1.05 0.05 8.7 2.1

649,745 2.5 5.13 -0.26 3.74 -0.72 74.7 0.4

236,289 3.7 4.17 1.05 2.74 0.19 44.1 0.8

442,650 3.1 2.06 -0.20 1.48 0.41 38.7 4.7

599,988 1.7 2.11 0.31 1.74 -0.01 33.5 -1.2

20,879 -0.7 1.67 0.29 1.47 1.07 20.9 3.2

806,342 0.9 2.94 0.46 3.51 1.09 29.6 1.3

（事業所規模30人以上）

5,217,857 1.9 1.73 0.08 1.66 0.06 19.6 0.4

216,073 -0.6 0.40 -0.17 0.65 -0.08 0.4 -0.2

523,001 3.9 0.83 -0.03 0.99 -0.38 5.1 -1.2

15,696 13.5 0.31 0.27 2.07 1.42 1.5 -0.2

680,681 3.2 1.31 0.14 1.17 0.08 2.8 0.5

377,071 0.7 1.77 -0.50 1.47 -0.66 10.4 -0.5

875,028 1.6 1.55 0.15 1.30 -0.07 23.5 -0.4

337,653 1.7 0.75 -0.18 1.10 0.10 8.4 0.7

134,254 0.8 1.12 -0.24 1.37 0.16 14.3 -2.4

295,279 1.6 0.92 0.08 0.91 -0.22 7.7 3.6

220,190 2.1 3.59 -0.93 3.21 -0.68 67.2 0.4

128,950 1.3 3.78 -0.03 2.41 -0.01 47.5 0.8

349,488 3.2 2.07 -0.16 1.32 0.30 36.2 4.0

401,804 0.4 1.91 0.60 1.75 0.07 30.4 2.3

6,569 -8.3 0.02 -0.84 0.11 0.05 19.9 11.7

656,120 0.9 3.29 0.80 3.76 1.19 30.8 -0.2

離 職 率

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

表３　常用雇用者数及び労働異動率  

産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率

調 査 産 業 計

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業




